
歴史（弁護士　伊藤　明生）
弁護士　伊藤　明生

昨年からのNHKの朝ドラと大河ドラマの時代が，いずれも幕末から明治初期でした。

このうち明治初期のことは学校の歴史の授業でかじった程度でしたので，両替商など番組を視てて分からないことが多々ありました。
そこで幕末から明治初期に興味が湧き，調べていく内に財閥の形成の過程，米英の係わりなど，教科書には書かれていない考えを知りまし
た。
ご存じの方にとっては何を今更ということなのでしょうが，浅学の私にとっては，「びっくりポン」でした。

この時代の後，日本は戦争に突き進むのです。
今の日本に同じ過ちを繰り返させてはいけません。
若い夫婦に平和な未来を！

埼玉弁護士会「憲法と人権を考える市民のつどい」（弁護士　谷
川　生子）
埼玉総合法律事務所　谷川生子

＜掲載記事データはこちらをご参照ください＞
2015年５月21日（木），埼玉弁護士会主催「ほんとうにいいの？集団的自衛権～あなたが戦地に派遣される時～」と題する市民のつ
どいが開催されました。
埼玉弁護士会では，2013年12月以降，５回にわたり集団的自衛権行使反対を唱える市民のつどいを開催しています。

１ これまでの経過
2013年12月10日の集会は「なぜ，今『国防軍』なのか」と題し，元外務省国際情報局長の孫崎亨氏，ジャーナリストの半田滋氏を
ゲストに迎えました。

2014年４月９日には，12月の集会の第２弾として「なぜ，今『集団的自衛権』なのか」と題し，ゲストに半田滋氏と元内閣官房副長
官補の柳澤協二氏を迎えて開催しました。
この集会の参加者はおよそ600人で，国民の関心の高さがうかがわれました。
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同年７月31日の集会は，作家のなかにし礼氏，学習院大学教授の青井未帆氏を迎え，1,000人を超える参加がありました。
なかにし氏には「若者よ 戦場へ行くな」という自作の詩を朗読して頂きました。

同年12月４日は，映画監督の山田洋次氏，中央大学教授の植野妙実子氏を迎え，2500人収容のホールで開催しました。
若い世代の参加者がいつもより多く見受けられました。

毎回，参加を募るために，市民団体等のつどいの連携を図る努力をしています。
2014年４月の市民のつどいの準備段階で，埼玉弁護士会と市民団体との懇談の場を設け，協力を呼びかけたことが功を奏し，当日はい
つになく多くの市民の参加がありました。
以降，折に触れ，市民団体との意見交換の場を設けるよう努めています。

２ ほんとうにいいの？集団的自衛権～あなたが戦地に派遣される時～
(1) 今回は，大勢の参加を目指すよりも，若い世代の人々に呼びかけることに主眼を置いて，市民のつどいを開催しました。

集会の前半はイラク支援ボランティアの高遠菜穂子氏による講演，後半は同氏と，日本国際ボランティアセンター事務局長の長谷部貴俊氏，
前述の柳澤協二氏によるパネルディスカッションという二部構成でした。
高遠菜穂子氏はイラクで，長谷部貴俊氏は主にアフガニスタンでボランティア活動を続けておられます。

前半：高遠氏による講演
高遠菜穂子氏には，イラクの現状，対テロ戦争とは何か，等についてご報告頂きました。
イラク政府は対テロ作戦として武力行使しかないと考え，米国から武器の提供を受け，ISと同様の行為を繰り広げている，しかし，IS
の勢力拡大の要因を検証しないまま闇雲に武力を訴えたところで成功はしない，むしろそのイラク政府の対応が憎しみの連鎖を生み，さら
にISの勢力を大きくしている，という構造について解説して頂きました。

また，ISの残虐行為はメディアに取り上げられてもイラク政府のしていることは取り上げられず，国際社会が事態を放置したことにより，
さらにISが勢力を増していったことについて，映像を交えながらお話し頂きました。
その上で，対テロ作戦として武力行使一辺倒の国際社会を見て、日本だけ平和ではまずい，集団的自衛権を行使して国際貢献しよう，とい
うやり方はおかしいと指摘されました。

そして，情報鎖国の状態を克服し，「戦争をしない国」にとどまらず「戦争を止める国」づくりが必要であり，しかもそのための具体策を
講じなければならないとの訴えで講演が終わりました。

後半：パネルディスカッション
後半のパネルディスカッションは，長谷部貴俊氏と柳澤協二氏にそれぞれ短時間ご講演頂いた上で，始まりました。

長谷部氏からは，アフガニスタンの現状が，どこが戦争状態なのか，どこに敵がいるのかを見分けることも不可能なメチャクチャな状態で
あること，武器を保たず軍と関わらないことが身の安全を守る方法であること，日本が紛争地に軍隊を出せば間違ったメッセージが中東諸
国に伝わることなどをお話し頂きました。



柳沢氏は，安保法制，新ガイドラインの中身の特徴は，日米が政策的に一体化していくこと，自衛隊が軍隊になること，と指摘した上で，
集団的自衛権を使わず他国の余計な戦争に関わらなかったことが70年間の平和の理由であり，今その抑制的な専守防衛の防衛政策が変え
られようとしていることについて，もっと議論が必要であるとお話しされました。

パネルディスカッションでは，集団的自衛権の行使容認がイラクやアフガニスタンでボランティア活動を続ける日本人に与える影響，今の
メディアのあり方，また情報を受け取る国民側の問題点，等について意見が交わされました。
日本の持つ平和のイメージは，まだ国際社会で失われておらず，積極的に和解の仲介役としての役割を果たすべきであり，武力行使の他に
なすべきことはまだまだ沢山ある，というのがパネリスト共通の意見でした。

(2) 本集会への参加は480名，圧倒的に年配の方が多かったとはいえ，若い世代の参加も見られました。
情報鎖国の状態を嘆くばかりでなく，英語を習得して自ら積極的に情報を集めること，このようなときだからこそ海外に出て客観的に自国
を見つめることの必要性を訴える高遠氏の言葉は，参加者の心に響いたと思います。
どこか遠い世界の事のように感じる戦争ですが，日本人が見知らぬ外人の人々から憎まれ，暴力の標的となる日が近づいている，と誰もが
感じたのではないでしょうか。

今後も市民集会に限らず，様々な形で市民の方に訴えかける活動を続けたいと考えております。

トリクルダウン（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

昨年の流行語大賞候補に、「トリクルダウン」という言葉がノミネートされました。
富裕層・大企業を儲けさせれば、やがてそのお零れがしたたり落ちて、日本全国豊かになるという考え方で、安倍首相の経済政策アベノミ
クスの基本はこの考え方です。
消費税増税で庶民から金を吸い上げ、法人税減税（恩恵を受けるのは大企業など利益を上げている企業のみ）で強者をさらに富ませるのも
これです。

アベノミクスは、労働分野では単なる規制破壊です。
労働者の命と健康と生活を守る規制を破壊すれば、企業が労働者を使いやすくなる、世界一活動しやすくなるとして、あらゆる労働分野で
の規制破壊が進められようとしました。

手始めにやられたのが、有期雇用の５年間での無期雇用への転換ルールを「専門的労働者等」には１０年にする有期雇用特措法案、派遣期
間の実質的な無期化を企てる労働者派遣法改悪案でした。
国会は自公が圧倒的多数ですから、早期成立すると思いました。
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それでも、労働弁護団は、アベノミクスの破綻は近い将来必ず訪れるから、それまで頑張れば、改悪を阻止できるとして、全国に大運動を
呼びかけました。
野党（民主、共産、社民）は一致して両法案に反対、労働組合もあらゆる組織が反対しました。
そして、２０１４年中の国会では派遣法改悪案は成立を阻止することができました。

さて、実際には、富裕層は利益を貯め込み、庶民の懐は温かくなりませんでした。アベノミクスの破綻は、２０１５年には誰の目にも明ら
かになるはずです。
安倍政権は、その前に、総選挙に打って出ました。結果は・・・。

労働弁護団幹事長職を今年１１月の総会まで務めさせていただきます。
労働者の権利実現のために、昨年に引き続き、頑張ります。

生活協同組合（弁護士　牧野　丘）
弁護士　牧野　丘

「生協」は、私たちの生活の中に溶け込んだ組織としてなくてはならない存在になっています。

ひと口に生協と言っても、実に数多くの種類があります。
食料品や日用品を扱う「購買生協」だけでなく、医療の生協、住宅建築の生協、補償の生協、いろいろとあります。各地の生協を繋ぐ事業
連合と呼ばれる組織もあります。
１人では力不足でも消費者が共同することで、消費者の視点に立った商品の供給を求めます。

現在では、大きなデパートや大学病院よりも大きな規模の生協も増えていますが、生協と名乗るには、消費生活協同組合法という法律に基
づかなければならず、営利目的を禁じられるなど、組合員本位の経営が義務づけられています。

当事務所や各弁護士は、現在、県内のいくつもの生協から顧問や役員を仰せつかっています。古いお付き合いのところもあれば、比較的最
近、お付き合いが始まったところもあります。
市民が共同することによって大きな力を携え、市民本位の生活を目指すことは我が事務所のスタンスであり、強いシンパシイを感じます。

最近、生協と連携するお仕事が増えていますが、私たちもなぜ生協が現代に大きな力を持ち得たか、その中から学びたいと考えています。
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ご挨拶（弁護士　南木　ゆう）
弁護士　南木　ゆう

つい最近、入所のご挨拶をさせて頂いたと思ったら、あっという間に１年が経ってしまいました。今日は、挨拶の話しです。

私は、「いつも明るく挨拶をしてくれるね。」と人から褒められることがあります。
特に心がけているという訳ではないのですが、前職の習慣が無意識にしみついているのだと思います。
「笑い」に携わる前職では、どんなに朝が早くても、夜中からの辛い仕事でも、元気に笑顔で「おはようございます。」というのは、当た
り前のことでした。

私は、極端に朝が弱く（いつも旦那さんが優しく、時には冷たく起こしてくれます。）、毎朝事務所に出るときはテンション下がりまくり
です。
でも、どんなに疲れていて辛くても、元気に「お早うございます。」と言うと、何故か明るい気持ちになることができます。自分の気持ち
を変える（騙す？）ことができるのです。
それだけではありません。私の「おはようございます。」に笑顔で返してもらえたりなんかすると、山積みの仕事もなんのその、めきめき
パワーが湧いてくるような気さえします。

ぜひ皆さんも試してみて下さい。

雪の降る福島で（弁護士　猪股　正）
弁護士　猪股　正

２０１４年１１月１４日、飯舘村の村民２８３７人が、東京電力を相手方として、原子力損害賠償紛争解決センター（原発ＡＤＲ）に集団
申立てをした。
私も、弁護団に参加し、第２次集団申立て準備のため、１２月６日、福島へ行き、飯舘村から避難中の３世帯の方から事情をうかがった。
この冬一番の寒波が到来し、福島でも午後から雪が降り始めた。

飯舘村は、福島第１原発から北西３９キロに位置する。
２０１１年３月１１日の大震災後、同月１５日、福島第１原発２号機の格納容器が破損し大量の放射性物質が放出され、風により北北西へ
運ばれた。同日夕方からの雨は翌日に雪に変わった。この雨と雪で、放射性物質が地表へ沈着し、飯舘村に高い汚染をもたらした。
しかし、当時、汚染情報は、村民に知らされなかった。
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「炊き出しに参加して、外で、大きな鍋で牛乳を沸かして、みんなで飲んだの」
「雪が降った後、子どもたちは、雪で遊んでた。何にもわからなかったから」。
数分の沈黙が続いた。
悔しさで、お互い涙で声が詰まった。

こんなことは許されない。
償い、二度とこんなことが起きないようにすることが、生きている者のつとめのはずだ。

アスベスト被害の救済に向けて（弁護士　竹内　和正）
弁護士　竹内　和正

2014年の10月9日15時、最高裁判所は、大阪泉南地域のアスベスト被害について、国の責任を認める原告勝訴の判決を言い渡しま
した。

この判決は、アスベスト被害について国の責任を認めた初めての最高裁判決です。
司法の頂点にある最高裁が、経済活動よりも労働者の健康が優先されることを確認し、国の責任を明確に認めた点で極めて大きな意義があ
ります。
そして、この最高裁判決をうけ、厚生労働大臣は、被害者と面会し謝罪をした上で、この大阪泉南地域以外のアスベスト被害者に対しても、
この判決の基準（別表）に照らして和解をしていくことを明言しました。
アスベスト被害の撲滅と被害者の救済にとって非常に大きな一歩です。

とにかく、アスベスト被害は甚大かつ壮絶です。
疾患を完治させるような治療方法はなく、止まることなく咳、痰が出続け、呼吸が困難になり、一日中、鼻にチューブをさして酸素吸入を
要するようになります。
そして、家族に「生き地獄だ。」と告げて亡くなっていきます。

僕は、現在、埼玉弁護士会のアスベスト被害救済に取り組む弁護士で結成した埼玉アスベスト弁護団の事務局長を務め、気がつけば、現在、
さいたま地裁で起こされている複数のアスベスト訴訟の事務局長も務めています。

あまりの大変さに、なんでこんなことになってしまったのだろう、などと思うこともありますが、僕の依頼者にもアスベストで亡くなって
しまった方々がいます。
被害救済のために今後も全力で取り組んでいく覚悟です。

今後、間違いなく、アスベストの被害は増え続けます（アスベスト被害は吸ってしまってから２０年以上経過して突然発生します）。
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あまり権利だ義務だいうのは好きでありませんし、ぜひ僕のところにご相談ください、などと依頼を呼び込むこともしたくないのですが
（大変ですし･･･）、アスベスト被害だけは別です。アスベスト被害に遭ってしまった方、疑いを持っている方はぜひ、アスベストを取
り扱っている弁護士のところにご相談ください。
これはお金の話ではなく、命の話です。

クレーム対応（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

先日、日本チェーンストア協会からお声がけいただき、難クレームの法的対応等について勉強会の講師を務めてきました。

スーパー等での実際の事例が題材だったのですが、どのようなケースでも、まずは事実関係の確認が初めの一歩になります。
しかし、認知症や精神疾患を抱えている方のクレームの訴えや、食品など対象物が消費されている場合には、事実関係の確認だけで一苦労
です。

裁判であれば、被害を訴える側がその被害について具体的に主張立証しなければ、その訴えは簡単には認められません。
しかし、お客様対応の観点からは、なかなかこのようには割り切れません。
そのため、スーパー等の現場の方々は、このような難クレームについて真摯に対応すべく、熱心に学習されていました。

店舗や役所、病院、学校等、ありとあらゆる場面でクレームに関する問題が生じています。これまで私たち弁護士がこのようなクレームに
関わるのは、多くが訴訟になってからでした。
しかし、もっと手前の段階で弁護士をご利用いただくことで、より早く、柔軟な解決が見込めることもあります。
私たちも学習を積みたいと思います。
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浦和駅頭宣伝（弁護士　谷川　生子）
弁護士　谷川　生子

昨年から、毎月１回、自由法曹団埼玉支部と埼玉労働弁護団とが一緒になって、浦和駅頭で宣伝活動を行っています。

夕方の５時頃、急ぎ足で歩く人々に向けて、労働法制の改悪反対、集団的自衛権の行使容認反対等の呼びかけをしています。
その都度、団体の作成したパンフレットやチラシを配っていますが、年配の女性は比較的受け取りが良く、若い人や年配の男性はあまり受
け取ってくれない印象です。

ですが先日、年配の男性がチラシを受け取ってくれ、声をかけられました。

「知り合いに何組も縁談まとめた人がいるんだけど、こないだ話がまとまりかけたときに男性が非正規社員だっていうことが女性の親にわ
かって、駄目になったって。これじゃあ子供が増えるわけないよね。自分はもう年だからどうってことはないけど、是非、若い人がきちん
と将来設計できる世の中になるように、頑張ってください。」

様々な世代の人が、それぞれ社会に対し何かを感じています。駅頭で呼びかけている言葉が、誰かの頭にフィットする瞬間があるかもしれ
ません。
今年も定期的に駅頭宣伝活動を続けるつもりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生活保護基準引下げ違憲訴訟（弁護士　古城　英俊）
弁護士　古城　英俊

2013年8月に生活保護基準が引き下げられ、2014年の4月も同様に引き下げられました。
これらの引下げに反対する活動に取り組んできましたが、2014年8月1日、原告25名が、2013年8月の引下げを取り消すよう求
める訴訟をさいたま地方裁判所に提起しました。
この訴訟では、引下げによって原告がより一層困窮状態に陥り精神的苦痛を被ったとして、国家賠償も請求しています。

2014年11月19日、第1回口頭弁論期日が行われる1時間以上前から、裁判所の建物の前には、傍聴券を求めるたくさんの人たちが
列を作っていました。
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50枚弱の傍聴券を求めて並んだ人数は188名。期日と並行して開催された裁判を支援する集会の参加者は238名。
多くの人に関心を持ってもらい、また、支えられ、原告も弁護団も勇気づけられました。

埼玉での第1回期日までに、全国でもすでに13県が基準引下げに対する取消訴訟を提起しました。
全国各地で、基準引下げは憲法25条違反であるという声が上がっています。
2012年の生活保護バッシングの報道以降、生活保護受給者は肩身の狭い思いをし、どんなに苦しい生活をしていても声を上げることが
できませんでした。

しかし、今回の引下げは、受給者の生活をより一層困窮状態に陥らせるものであり、違憲・違法なものです。
また、生活保護基準は、個人住民税の非課税基準などとも連動しており、基準の引下げは、生活保護受給者だけの問題ではありません。

基準の引下げ反対が全国的な流れになっていますし、埼玉でも裁判を通じて今回の引下げがいかにおかしいものかを訴えていくことで、違
憲・違法な国の行為に対して胸を張って「おかしい」と言える雰囲気を徐々に広げていくよう継続して取り組んでいきます。


